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トラックドライバー不足の現状等について
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運転者不足の深刻化
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運転者不足が深刻化し、トラック調達が困難に。コストも上昇。
今後、運転者が定年等で大量に退職することが見込まれる。
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（出典）厚生労働省からの提供データを基に作成

（出典）日本銀行「企業向けサービス価格指数」を基に作成

（倍）

＜道路貨物運送業における自動車運転従事者数の推移＞ ＜トラック運転者と全職業の有効求人倍率の推移＞

＜企業向け「道路貨物輸送」サービス料金価格指数推移＞
（平成18年平均＝100）

平成31年3月
111.8

平成26 年4月
104.4

トラック運転者の有効求人倍率は3倍以上

トラックの調達コストは上昇

（出典）国勢調査を基に作成

トラック運転者は高齢化

（出典）労働力調査（平成30年12月）より作成

＜道路貨物運送業と全産業の年齢階級別就業者数構成比比較＞
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トラック運転者の需給見通し
（民間シンクタンクの推計）

トラック運転者の需給見通しに関する各種推計

(出典)公表資料より国土交通省自動車局作成。
(※注)電車運転士、バス運転者、貨物自動車運転者等も含む「輸送・機械運転従事者」の不足数・不足割合。

このため、トラック運転者のみで推計した場合、不足率はより大きな値になる可能性がある。

２０１７年度 ２０２０年度 ２０２５年度 ２０２７年 ２０２８年度 ２０３０年
△２４万人

-25%
△２２万人(※注)

-8％(※注)
△１０万人 △１４万人 △２１万人 △２８万人

-9% -13% -18% -24%
（公社）鉄道貨物協会

ボストンコンサルティンググループ

公表時期公表者

2018年10月
(株)パーソル総合研究所

・中央大学
労働市場の
未来推計2030

プレスリリース
(2017年10月27日)

平成30年度
本部委員会報告書 2019年5月

出典
トラック運転者の需給ギャップ

（上段：不足数／下段：需要に対する不足率）※端数四捨五入

2017年10月
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運転者不足の影響例（日曜日の集荷・配達中止）
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（出典）物流事業者ホームページ

日曜日の集荷・配達中止について

拝啓時下益々ご清栄のこととお喜び申しあげます。平素は格別のお引き立てを賜り、厚く御礼
申しあげます。

さて、予てより運送業界における人手不足問題や政府の推進する「働き方改革」等を受け、弊
社グループでは、業務の見直しによる効率化等、さまざまな取り組みを実施してまいりました。そ
のようななか、ご迷惑をお掛けすることとなりますが、日曜日の営業体制を大幅に変更させてい
ただくこととなりましたので、下記のとおりご案内申しあげます。

弊社グループが、今後も引き続き安全・安心な輸送サービスを提供し続けるための措置とし
て、ご賢察いただき、何卒ご理解とご協力を賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。

敬具

運転者不足の深刻化に伴い、物流事業者も、従来の
サービス水準を維持することが困難になっている。



運転者不足の影響例（出版物の発売日繰り下げ）
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（出典）日本出版取次協会ホームページ

中国地方・九州地方の輸送スケジュール変更について

一般社団法人日本出版取次協会は、2018 年10 月より、標記該当地区の輸送会社様から輸送スケジュールに関する
要請文書を受領し、その内容について検討を重ねてまいりました。内容については、現行のトラック幹線輸送（東京から
現地の配送拠点）が運行管理・労務管理上、法令上問題があり、出版物の継続的かつ安定的輸送の維持及び法令を遵
守するために、出版社様からの商品搬入日、発売日を含む輸送スケジュールを変更せざるを得ないというものでありま
す。
ご案内文書につきましては、各関連団体には2 月22 日より、書店様をはじめとした取引先には2 月25 日より各取次会
社から下記のとおり、ご案内しております。

記
1.変更となる発売日スケジュールについて
●中国地方（鳥取県・島根県・岡山県・広島県・山口県）
雑誌：発売日が1 日遅くなります。

※一部の雑誌は従来の発売日通りとなります。
書籍：発売日が1 日遅くなります。

●九州地方（福岡県・大分県・佐賀県・長崎県・熊本県・宮崎県・鹿児島県）
雑誌：一部の週刊誌について発売日が変更となります。
書籍：発売日が1 日遅くなります。

2.開始日 2019 年4 月1 日以降に発売される商品より

中国・九州地方の雑誌・書籍の発売日が従来より1日遅く
なった。



運転者不足の影響例（引越難民問題）
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（出典）国土交通省ホームページ

国土交通省は、４月に異動する職員に、３月上旬～中旬又
は４月中旬以降の引越を検討するよう周知。



運転者不足の影響例（食料品等の値上げ）
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食料品等の値上げの理由として、原料費、包材費、人件
費と並んで物流費の上昇も挙げられている。

○○○商品の製造に係る原料費の上昇に加え、包材費、物流費、人件費等
も高騰しており、今後も○○○商品の生産・供給コストは引き続き上昇するもの
と予想されます。

このような環境の下、弊社では、生産の合理化、資材調達や物流の効率化に
取り組み、コスト削減に向けた企業努力を重ねてまいりましたが、今後とも消費
者の皆様に、安全・安心で、ご満足いただける品質の商品を安定的にお届けす
るためには、商品の価格を見直さざるを得ない状況となりました。

つきましては、２０１９年６月１日出荷分より、次の通りの価格改定をさせてい
ただきますので、ご理解を賜りますようお願い申し上げます。

（出典）食品メーカーホームページ



9
（出典）日本ロジスティクスシステム協会（JILS）「２０１８年度物流コスト調査報告書」

値上げ要請の有無については、回答企業（224社）のうち197社（87.9％）が「値上
げ要請を受けた」と回答。
「値上げ要請を受けた」と回答した企業（197社）のうち、188社（95.4％）の企業が
「値上げに応じた」と回答。

２０１６年度調
査

２０１８年度
調査

６割 ８７．９％

値上げ要請の有無

２０１６年度
調査

２０１８年度
調査

７７％ ９５．４％

値上げ要請に応じた

値上げ要請に多くの企業が応じるように



＜参考＞

○求荷求車情報ネットワーク（ＷｅｂＫＩＴ）とは
日本貨物運送協同組合連合会（日貨協連）が、協同組合に加入する中小トラック運送

事業者のために運営する求荷求車情報システム。インターネットを利用して、荷物の輸
送を依頼する側と保有する車両を活用したい運送事業者側が、それぞれ情報登録を行
い、お互いにマッチすれば成約に至る。本システムにより、帰り荷や傭車の確保、季節波
動へ対応し、輸送効率の向上と環境負荷軽減を目指している。

○成約運賃指数
ＷｅｂＫＩＴにおける荷物情報（求車）、車両情報（求荷）それぞれの登録情報について、

対象期間に成約に至った個別運賃を合計し、総対象成約件数で除した金額を指数化し
たもの。日貨協連が全日本トラック協会と共同して公表。
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※ 令和元年度はR2.2末現在。

出典：（公社）全日本トラック協会 ・ 日本貨物運送協同組合連合会
「求荷求車情報ネットワーク（ＷｅｂＫＩＴ）成約運賃指数について（令和元年10月）」

約８％増加

＜日本経済新聞（朝刊） 2019.11.23（土）16面＞

最近のトラック運賃の状況について

【記事の主な内容】
・東京－大阪間はこの１年間で約４％高くなった
・2017年以降、上昇率は１割ほどに達する
・ドライバー不足を背景に、運送会社の要請が荷主に通り
やすい環境は当面続く

最近のトラック運賃については深刻なドライバー不足等を背景として上昇傾向にある。
（Webkit成約運賃指数では平成29年度から令和元年度までの間に約８％上昇）
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食品流通合理化検討会の概要について
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食品流通は、トラックによる輸送が97％を占め、
特に、生鮮食品の輸送では、次のような特徴。
① 手積み、手降ろし等の手荷役作業が多い。
② 出荷量が直前まで決まらないこと、市場や物流セン

ターでの荷降ろし時間が集中することにより、
待ち時間が長い。

③ 品質管理が厳しいこと、ロットが直前まで決まらない
こと等により、運行管理が難しい。

④ 小ロット多頻度での輸送が多い。
⑤ 産地が消費地から遠く、長距離輸送が多い。

→ 輸送費の引上げだけでなく、取扱いを敬遠される
事例が出てきている。 【輸送品類別 拘束時間の内訳】

出典：国土交通省「トラック輸送状況の実態調査（Ｈ２７）」

【各地から東京までの距離とトラック輸送時間】

北海道（帯広）
1,300ｋｍ、18時間

青森 700km、10時間

高知 800km、12時間

宮崎 1,400km、19時間

東京都中央卸売市場

出典：農林水産省生産局「青果物流通をめぐる現状と取組事例」

苫小牧釧路

大洗

日立

（点線：北海道からのトラック輸送形態（トラック→フェリー→トラック））

食品流通の現状

出典：国土交通省「貨物地域流動調査・旅客地域流動調査（H29年度）」
「航空貨物動態調査（H30年度）」

JR貨物「2018（平成30）年度 輸送実績」
※各種統計における農水産品及び食料工業品の合計値を基に農林水産省にて

推計したものであり、実数とは異なる場合がある。

【食品流通のモード別輸送形態】

664,998千トン（97.4%）

12,367千トン（ 1.9%）

5,194千トン（ 0.8%）

0.29千トン（ 0.0%）

平均

拘束時間

農水産品 12 :32

特殊品 12 :28

軽工業品 12 :16

雑工業品 12 :04

金属機械工業品 12 :00

林産品 11 :44

化学工業品 11 :14

鉱産品 10 :50

排出物 10 :35

6:39

6:26

6:10

6:20

6:10

6:27

6:10

6:32

5:45

0:39

0:37

0:54

0:50

0:53

1:00

0:37

0:19

0:36

3:02

3:06

2:59

2:43

2:35

2:18

2:19

2:02

1:53

点検等 運転 待ち 荷役 付帯他 休憩 不明

自動車

海運

鉄道

航空
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・トラックドライバーをはじめとする食品流通に係る人手不足が深刻化する中で、国民生活や経済活動に
必要不可欠な物流を安定確保するには、サプライチェーン全体での流通合理化に取り組む必要。

・特に食品流通については、手荷役作業が多い、小ロット多頻度輸送が多い等の事情から、取扱いを敬遠
される事例が出てきている。

・また、食品ロス削減への食品関連事業者による積極的な取組が求められている。
・このため、食品流通の合理化について、関係者による検討会を設置し、具体的な方策を検討するととも

に、その実現を図る。

産地 消費地幹線輸送

・パレット化等による手荷役の軽減
・パレット規格統一による保管管理

作業の効率化
・トラック予約受付システムによる

待ち時間の削減
・集出荷場の集約による効率化
・ストックポイントの活用による共

同配送の促進

・パレット化等による手荷役の軽減
・パレット規格統一による保管管理

作業の効率化
・トラック予約受付システムによる

待ち時間の削減
・ストックポイントの活用による共

同配送の促進
・商慣行是正による配送効率化

・中継輸送による長時間労働の軽減
・モーダルシフト（鉄道・船舶利用）

によるトラック以外の輸送手段へ
の分散

・帰り便活用による積載率向上

趣旨

取組方向

・RFID等の技術を活用して商品・物流情報のデータを連携し、関係者間で共有することによる効率化・省力化

食品流通の合理化に向けた取組について（検討会の設置）

産地（発荷主、都道府県、市町村）、物流業界、着荷主 等

食品流通合理化検討会のメンバー
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